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１．経営成績・財政状態に関する分析
(1）経営成績に関する分析

 当連結会計年度におけるわが国経済は、このところ弱さもみられるものの、雇用情勢・企業収益の改善や各種政策

の効果もあり、緩やかな回復基調が続いています。今後も雇用・所得環境の改善が続く中で、各種政策の効果もあっ

て回復基調が続くと見られますが、中国を始めとするアジア新興国や資源国等の景気減速や国際金融市場の変動の影

響など、わが国の景気を下押しするリスクに留意する必要があります。

 この様な状況下、当業界におきましては、就業人口の減少、高齢化に伴う管理間接部門のコスト削減や事業再構築

の手段としてアウトソーシングのニーズが高まっております。また、2015年12月から開始されたストレスチェック制

度や今年から開始されたマイナンバー制度に伴って、今までアウトソーシングを活用してこなかった企業のアウトソ

ーシングニーズが顕在化してきており、より一層市場が拡大していくものと考えております。さらには、災害等のリ

スク回避の手段としてや個人情報漏洩対策、マイナンバー管理に伴うセキュリティー需要など、アウトソーサーに対

する企業の期待もこれまで以上に高まっております。

 そこで当社グループ(当社及び連結子会社）は、経営方針にある「お客様への価値あるサービスの提供」として、

顧客企業に対し給与計算に係る人材、時間等の経営資源をより価値の高い本来業務へ転換していただくことによるコ

ストの削減、顧客企業内からの個人情報漏洩への対策等企業リスクの観点から、給与計算アウトソーシングの提案を

行ってまいりました。同時に給与計算に付随するシステム開発やマイナンバー収集代行業務及びマイナンバー管理業

務をはじめとしたその他人事関連業務受託という付加価値サービスの提案を行い、より複合的な人事関連アウトソー

シング企業へ成長すべく事業を行ってまいりました。

 以上の結果、当連結会計年度における業績については、売上高は898,495千円（前連結会計年度比15.5％増）、営

業利益は61,869千円（前連結会計年度比46.3％増）、経常利益は62,652千円（前連結会計年度比40.3％増）、親会社

株主に帰属する当期純利益につきましては44,948千円（前連結会計年度比113.2％増）となりました。

 当社グループはペイロール事業の単一セグメントであるため、セグメント区分を行っておりません。この単一セグ

メントであるペイロール事業の業績は次のとおりであります。

 当連結会計年度については、前年度に引き続き既存顧客との関係強化、積極的な営業活動及び業務効率化による原

価低減、販売管理費の低減に取り組んでまいりました。この結果、売上高・営業利益については順調に推移し、前連

結会計年度に比べ給与計算関連の売上高は14.2%増加、住民税及び年末調整関連の売上高は17.7%増加したことによ

り、売上高合計では15.5%増加の898,495千円、営業利益は46.3％増加の61,869千円となりました。

 次期の見通しにつきましては、景気回復基調が続くことが期待されるものの、依然として、海外経済の不確実性の

高まりや金融資本市場の変動の影響など、今後もわが国経済の見通しは不透明な状況であります。

 このような環境のもと、企業の講ずる合理化策・リスク回避策の一つがアウトソーシングであると思われます。ア

ウトソーシングを活用することにより、管理部門の間接コストを本業に転換すること及び管理部門本来の業務に集中

させること、並びに提供する商品、サービスの質の向上を図ることで、企業の業績を拡大できるものと考えており、

アウトソーシングのニーズがますます高まっていくものと考えております。

 以上により、次期の業績予想といたしましては、売上高は1,000,000千円（前連結会計年度比11.3％増）、営業利

益は75,000千円（前連結会計年度比21.2％増）、経常利益は75,000千円（前連結会計年度比19.7％増）、親会社株主

に帰属する当期純利益は48,000千円（前連結会計年度比6.8％増）を見込んでおります。

 なお、将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお

り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況

 当連結会計年度末における資産につきましては、前連結会計年度末に比べ9,759千円増加し、530,782千円となり

なりました。これは主にサーバ購入及び本社移転等により有形固定資産が5,105千円増加、給与計算基幹システム

入替等により無形固定資産が5,312千円増加したことによるものであります。

 負債につきましては、前連結会計年度末に比べ25,051千円減少し、73,277千円となりました。これは主に給与計

算基幹システム購入代金の支払いに伴い未払金が23,065千円減少したことによるものであります。

 純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ34,811千円増加し、457,504千円となりました。これは主に剰

余金の配当により9,549千円の減少があった一方、親会社株主に帰属する当期純利益44,948千円により利益剰余金

が35,399千円増加したことなどによるものであります。
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② キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による収入39,632千円があ

った一方、投資活動による支出65,473千円及び財務活動による支出9,529千円等により前事業年度末に比べて

36,334千円減少し、285,689千円となりました。

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は39,632千円（前連結会計年度は60,843千円獲得）となりました。これは主に売

上債権の増減額36,526千円があった一方、税金等調整前当期純利益の計上62,652千円、減価償却費の計上32,692

千円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は65,473千円（前連結会計年度は60,920千円使用）となりました。これは主に本

社移転等に伴う有形固定資産の取得による支出22,914千円、給与計算基幹システム入替やマイナンバー関連シス

テムなどの無形固定資産の取得による支出44,004千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は9,529千円（前連結会計年度は7,929千円使用）となりました。これは配当金の

支払いによる支出9,529千円によるものであります。

 

 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  2014年３月期 2015年３月期 2016年３月期

自己資本比率（％） 91.0 80.8 85.5  

時価ベースの自己資本比率（％） 120.4 102.2 123.7  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） － － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － － 990.6 

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注）２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注）３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注）４．当社グループは、2014年３月31日現在、2015年３月31日現在及び2016年３月31日現在、有利子負債がない

ためキャッシュ・フロー対有利子負債比率については記載しておりません。

（注）５．当社グループは、2014年３月期及び2015年３月においては、利払いを行っていないため、インタレスト・

カバレッジ・レシオについては記載しておりません。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社グループは、利益還元を経営上の重要な課題と考えておりますが、将来の事業拡大に備え、内部留保による企

業体質の強化を図りながら、業績に応じて株主に対し安定した配当を維持していくことを利益配分に関する基本方針

としております。今後は内部留保の充実を図るとともに、可能な限り株主還元を実施する所存であります。

 配当額につきましては、当期は１株につき12円の配当を予定しており、次期につきましては１株につき12円の配当

を予定しております。
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(4）事業等のリスク

 以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性のある主な事項を記載しておりま

す。また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項につきましても、投資家の投資判断上重要であると考えられる

事項につきましては、情報開示の観点から積極的に開示しております。なお、当社グループはこれらのリスク発生の

可能性を認識した上で、その発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、以下の記載は当社グル

ープの事業又は当社株式への投資に関するリスクを完全に網羅しているものではありませんので、ご注意ください。

 なお、記載事項のうち将来に関する事項は、本報告書提出日現在（2016年５月11日現在）において当社が判断した

ものであります。

① 事業内容について

Ａ．事業内容と特定売上品目への依存について

 当社グループの第19期（2015年４月１日から2016年３月31日まで）の売上高におきまして、主たる事業である

ペイロール事業の売上高が100%であり、現状のように特定の事業への依存度が高い場合には、事業を多角化する

ことでより安定した経営を行っていく方針をとることも考えられます。しかし当社グループの事業の特徴のひと

つでもありますペイロール事業は、顧客との継続的な受託業務であり顧客社数の増加に伴い売上高に対する同事

業の比率が高くなる傾向にあります。今後は、第二の柱となるべき事業を育成していく方針でありますが、事業

の多角化及び収益の安定化が計画通りに進捗しない場合におきましては依然としてペイロール事業への依存度が

高い状態が継続することになります。その場合に、同事業の成長が鈍化した場合には、当社グループの業績に影

響を与える可能性があります。

Ｂ．コンピュータシステムについて

 当社グループの業務はコンピュータシステム・ＩＴ機器の使用を前提として成立しております。使用するコン

ピュータシステムは、外部のデータセンターの利用及び定期的なバックアップにより災害等によるシステムダウ

ンに対する対策を講じておりますが、大規模な天災や火災、コンピュータウイルス、長時間の電力供給の停止、

通信障害等の事由によりコンピュータシステムにおける重大なトラブルが生じた場合や社会的インフラ障害が長

期間に及ぶ場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

Ｃ．個人情報漏洩について

 当社グループの主たる事業であるペイロール事業においては、顧客企業からの給与支給に関する情報をはじめ

多数の個人情報を扱っております。さらに顧客企業や提携先企業において機密保持を希望する情報なども個人情

報に含まれるものと考えております。

 当社グループでは、個人情報の管理について、各部門において厳格な管理に基づき個人情報の保護やその取り

扱いについて充分に留意しております。また、当社は、2006年１月に財団法人日本情報処理開発協会（現 一般

財団法人日本情報経済社会推進協会）が認定する「プライバシーマーク」を取得しております。しかし、個人情

報漏洩のリスクは無くなるものではなく、もし顧客企業の従業員の個人情報が漏洩した場合、当該顧客企業、顧

客企業の従業員への補償費用が発生することや、信用力の低下により既存の顧客企業及び将来の顧客企業との取

引が減少することが想定され、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

Ｄ．特定個人情報（マイナンバー）漏洩について

 2016年１月から運用が開始された特定個人情報（マイナンバー）については、当社グループの主たる事業であ

るペイロール業務に密接に関係した情報であります。当社グループは特定個人情報の取扱いについては、法令や

それに関連するガイドラインに準拠した取扱い体制を構築しており、専用の管理システムも保持しております

が、漏洩のリスクは無くなるものではなく、もし顧客企業の従業員の特定個人情報が漏洩した場合、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。

 

   Ｅ．災害によるリスクについて

 大規模な災害等により、郵便、宅配便等の通常の輸送手段が停止し、顧客への納品が出来なくなった場合、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループの業務はコンピュータシステム、プリ

ンタ等のＯＡ機器に依存する事を前提として成り立っており、天災による停電が発生した場合には業務に重大な

支障が発生することにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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② 組織上の問題について

Ａ．将来的な人材の確保について

 当社グループが事業拡大に伴う業務量の増加に対応し、かつ現在提供しているサービスの精度を維持し続ける

ためには、優秀な人材を確保すること及び継続的な社員教育により業務の精度を維持し続けることが経営上の重

要な課題と考えております。今後の事業拡大に伴い、積極的に優秀な人材を採用し、社員教育を継続的に徹底し

ていく方針ですが、当社グループの求める人材が充分に確保できなかった場合、社員教育を充分に行うことが出

来なかった場合には、現在提供しているサービスの品質低下を招くことが想定され、業務の拡大に影響を及ぼす

可能性があります。

Ｂ．小規模組織であることについて

 当社グループは2016年３月末現在、取締役３名、監査役３名、従業員66名（パート社員を除く）と組織が小さ

く、内部管理体制も組織規模に応じたものとなっております。今後、事業の拡大に伴い、適切かつ充分な人的・

組織的対応ができない場合、当社グループの提供しているサービスの精度が低下する恐れがあります。当社グル

ープでは事業の拡大に伴う増員を行うとともに、当社グループ間での業務ノウハウの共有及び内部管理体制の一

層の充実を進めていきます。

    ③ 外部環境・市場の動向について

Ａ．競合他社の動向について

 当社グループが提供するサービスは、許認可や届出等が必要な業界ではなく規制等が少ない等の理由から、参

入障壁が高いとは言えない事業であります。当社グループにおきましては、大量のデータを正確かつ低コストで

処理するために、独自の業務フロー、コンピュータシステムを構築しノウハウを蓄積してきており、現段階にお

いては他社に対して優位性を有していると考えておりますが、新規参入や価格競争の激化により、将来の事業展

開やサービス面における競争力に影響を与える可能性があります。

Ｂ．税制、社会保険制度（健康保険、厚生年金保険、介護保険）の制度変更について

 税制・社会保険制度等の大幅な変更があり、当社グループで使用している給与計算システムにおいて対応が出

来ない場合やシステムの変更等に莫大な設備投資が必要な場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

Ｃ．総需要の低下について

 将来的に総労働人口の減少により給与受給者が減少し、当社グループが行う給与計算業務の受託量が減少した

場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

Ｄ．中国での事業環境について

 当社は2013年に、日本でのアウトソーシングサービスの事務作業量拡大への対応及び中国のマーケット開拓を

目的として中国山東省青島市に子会社を設立いたしました。今後、中国での事業展開が進んだ場合、人民元切り

上げや人件費上昇によるコスト上昇、中国の法律や税制等の改定及びマーケット開拓の遅れにより、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。
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    ④ 業績の推移について

Ａ．業績の変動について

 当社グループは、過年度において業績が大きく変動していることから、今後につきましても業績が大きく変動

する可能性があります。

回次 第17期 第18期 第19期

決算年月 2014年３月 2015年３月 2016年３月

売上高（千円） 634,867 778,117 898,495  

経常利益（千円） 9,933 44,661 62,652  

当期純損益（千円） △1,192 21,086 44,948  

純資産額（千円） 404,439 422,693 457,504  

総資産額（千円） 444,215 521,022 530,782  

  （注）売上高には、消費税等は含まれておりません。

Ｂ．業績の季節変動について 

 当社グループの主たる事業であるペイロール事業は、顧客企業の月々の給与計算に付随して住民税改定、年末

調整及び賞与計算等の業務を行います。そのなかでも10月から１月に行う年末調整業務の影響により、当社グル

ープは下半期に売上高が偏重する傾向にあります。 

 この傾向は、急激に変化することはないと想定されますが、現行税制の改正及び年俸制が普及し、賞与支給慣

習が変更になるなど顧客企業の給与支給環境が変わる場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、最近２事業年度における当社グループのペイロール事業の四半期及び通期の売上高に対する割合は、次

のとおりであります。

  第18期（2015年３月期） 第19期（2016年３月期） 

  第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

ペイロール事業売

上高（千円） 
145,047 114,771 327,033 191,265 172,365 133,873 360,382 231,875 

通期割合（％） 18.6 14.8 42.0 24.6 19.2 14.9 40.1 25.8 

 

Ｃ．将来においての収益の減少、又は純損失の計上の可能性について

 当社グループは、当期において純利益を計上しておりますが、将来収益性を上げる、又は純損失を回避できる

ことを保証することはできません。売上に大幅な減少がない場合でも設備投資及び人的投資等により、収益減少

の可能性があります。しかし、当社グループの主たる事業であるペイロール事業は、一度顧客を獲得すると、何

らかの理由による委託解除が発生しない限り毎月定常的に売上が発生することが想定できますので、突然の大幅

な売上減に伴う収益の減少の可能性は低いと考えられます。
 

 

⑤ その他について 

Ａ．親会社からの独立性について 

 キャリアバンク株式会社は、2016年３月31日現在、当社の発行済株式総数の51.5％を所有しておりますが、当

社グループの経営、意思決定につきましては親会社であるキャリアバンク株式会社より完全に独立しておりま

す。そのため、当該株式所有関係があることにより同社が当社グループとの現在の取引関係を継続する旨の確約

をしていることを保証するものではありません。現時点では、同社から給与計算業務を受託し、また派遣社員の

受入、人材の紹介等を行っており、総売上高にしめる同社への売上高比率は当連結会計年度においては1.3％と

なっております。

 

Ｂ．キャリアバンク株式会社のグループ会社管理について

 キャリアバンク株式会社は、連結経営管理の観点から「関係会社管理規程」を定め運用しておりますが、その

目的はグループ各社の独自性と自立性を維持しつつ、グループ全体の企業価値の最大化を図ることにあります。

当社グループも同規程の適用を受けており、当社取締役会において決議された事項等を報告しておりますが、取

締役会決議事項の事前承認等は求められておらず、当社が独自に事業運営を行っております。 

 当社の取締役会を構成する取締役には、キャリアバンク株式会社の取締役及び従業員に該当する者はおりませ

ん。
 

- 6 -

㈱エコミック（3802）平成28年３月期決算短信（連結）



Ｃ．新株予約権について

 当社は、2013年６月25日開催の定時株主総会において、役員及び従業員等に対し業績向上へのインセンティブ

を高める目的としてストック・オプションの付与を決議しております。当社では、取締役、監査役及び従業員の

士気向上、優秀な人材の確保のために今後もストック・オプション制度を継続する方針であります。したがって

新株予約権の行使が行われた場合、当該株式の１株当たりの株式価値が希薄化し、株価形成に影響を及ぼす可能

性があります。
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２．企業集団の状況
(1) 事業の内容

 最近の有価証券報告書（2015年６月26日提出）における「事業系統図（事業の内容）」から重要な変更がないため開

示を省略しております。

 

(2) 関係会社の状況

 関係会社は次のとおりであります。

名称 住所 資本金 主要な事業の内容

議決権の所有

割合又は非所

有割合（％）

関係内容

（親会社）

キャリアバンク株

式会社（注）

札幌市中央区 256百万円

人材派遣関連事業、

人材紹介事業、

再就職支援事業

被所有

51.5

給与計算業務の受託、人

材派遣の受入、人材の紹

介等

役員の兼任等

（連結子会社）

栄光信息技術（青

島）有限公司

中国山東省

青島市
2,000千元 ペイロール事業 100

給与計算業務の委託

役員の兼任等

（注）有価証券報告書を提出しております。
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針 

  当社グループは、キャリアバンクグループの経営理念でもある「信頼のお付き合いをモットーに社会のブレーンたら

ん」をもとに、グループ会社であるキャリアバンク株式会社及び株式会社セールスアウトソーシングとともに、採用・

派遣・教育・再就職支援をはじめ、営業・販売・給与計算のアウトソーシング及びコンサルティング業務を通して、お

客様に最適なサービスをワンストップで提供することを目指しております。その中で当社グループとしては、以下の経

営方針及び事業展開方針を考えております。

（経営方針） 

  ①お客様への価値あるサービスの提供 

  ②個人の創意工夫の積み重ねにより日々学習する組織 

  ③自由闊達な風土 

  ④長期的視野に立った経営 

  ⑤コンプライアンスを全役員・社員としての基本的な責務とし、誠実かつ公正な業務の遂行 

（事業展開方針） 

  給与計算業務のアウトソーサーとして、高品質、低価格のサービスをお客様に提供する。

 

(2）目標とする経営指標 

  企業は安定的成長によって、お客様及び株主の皆様の信頼をいただけるものと確信しております。売上高経常利益率

10％以上を基本目標としておりますが、経済環境などを充分考慮しながらより確度の高い目標を設定し、経営努力して

まいる所存であります。

 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

  現在、企業は存続のための継続したコスト削減努力が重要課題となっております。コストを削減しつつ、多様化する

消費者ニーズに応えるべく商品ラインナップの拡充及び質の向上を目指すという、一見背反することを成し遂げること

が求められています。

 このような環境のもと、企業の講ずる解決策の一つがアウトソーシングであると思われます。アウトソーシングを活

用することにより、管理部門の間接コストを本業に転換すること及び管理部門本来の業務に集中させ、提供する商品、

サービスの質の向上を図ることで、業績を拡大できるものと考えております。

 このような企業のニーズに対し、当社グループは真のアウトソーサーとして質の高いサービスを提供するために、以

下の課題に取り組んでいく必要があると考えております。

 ①業務のスピードアップ、成果物の量産

 ②業務品質の向上及び情報管理体制の強化

 ③優秀な人材の確保及び育成

 ④災害等に関わるリスクの分散

 

(4）会社の対処すべき課題

 今後のわが国経済の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、緩やかな回復に向かうことが期

待されるものの、依然として、海外経済の不確実性の高まりや金融資本市場の変動の影響など、今後もわが国経済の

見通しは不透明な状況であります。

 このような環境のもと、企業の講ずる合理化策・リスク回避策の一つがアウトソーシングであると思われます。ア

ウトソーシングを活用することにより、管理部門の間接コストを本業に転換すること及び管理部門本来の業務に集中

させること、並びに提供する商品、サービスの質の向上を図ることで、企業の業績を拡大できるものと考えており、

アウトソーシングのニーズがますます高まっていくものと考えております。

このような企業のニーズに対し、当社グループは真のアウトソーサーとして質の高いサービスを提供するために、

以下の課題に取り組んでいく必要があると考えております。 
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 ① 業務のスピードアップ、成果物の量産

当社グループの主たる事業であるペイロール事業は、顧客の状況に合わせて給与計算を代行することにあります。

個々の顧客に応じたシステムの構築を行い対応しておりますが、より効率を高め大量処理可能な業務フローを継続的に

進化させていく必要があると考えております。

 

 ② 業務品質の向上及び情報管理体制の強化

当社グループの主たる事業であるペイロール事業において、業務成果物の正確性は、顧客が当社に業務を委託する際

の前提条件と考えております。また、多くの企業は個人情報漏洩対策を重要な課題として認識していることから、当社

グループでは顧客の信頼確保のために、品質向上の仕組み・体制及び情報管理体制を引き続き強化してまいりたいと考

えております。

 

 ③ 優秀な人材の確保及び育成

 少子高齢化に伴う労働人口の減少及び日本国内での景気回復に伴う人材不足により、アウトソーシングを活用する企

業が増えております。そのため業務を受け入れる側のアウトソーサーは、業務量の増加に対応できる優秀な人材を確保

する必要があります。当社グループでは国籍・年齢・性別を問わずに優秀な人材の確保・育成に努めるとともに、海外

の子会社への業務移管を進めることにより、業務量の増加に対応できる体制を整える必要があると考えております。

 

 ④ 災害等に関わるリスクの分散

 今後、企業の災害等リスク回避の手段としてアウトソーシングのニーズが高まることが予想されます。当社グループ

では企業のそのようなニーズに応えるため、災害等に備えてリスクの分散を行っておりますが、今後も更なるリスク対

策を強化していく必要があると考えております。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方
 当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引者等であり、海外からの資金調達の必要性が乏しい

ため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきまし

ては、国内外の諸情勢を考慮のうえ、適切に対応していく方針であります。
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５．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2015年３月31日) 
当連結会計年度 
(2016年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 322,024 285,689 

売掛金 60,591 97,117 

繰延税金資産 2,170 3,759 

その他 6,235 9,306 

貸倒引当金 △409 △35 

流動資産合計 390,612 395,838 

固定資産    

有形固定資産    

工具、器具及び備品（純額） 10,179 15,947 

建設仮勘定 9,986 － 

その他（純額） 1,816 11,142 

有形固定資産合計 21,983 27,089 

無形固定資産    

ソフトウエア 31,880 68,132 

ソフトウエア仮勘定 30,939 － 

無形固定資産合計 62,819 68,132 

投資その他の資産    

投資有価証券 12,704 11,983 

敷金及び保証金 32,892 27,728 

その他 10 10 

投資その他の資産合計 45,606 39,722 

固定資産合計 130,410 134,943 

資産合計 521,022 530,782 

負債の部    

流動負債    

買掛金 8,507 22,049 

未払金 30,238 7,172 

為替予約 － 1,082 

未払法人税等 17,096 11,466 

その他 39,918 29,652 

流動負債合計 95,760 71,423 

固定負債    

繰延税金負債 2,568 1,854 

固定負債合計 2,568 1,854 

負債合計 98,329 73,277 

純資産の部    

株主資本    

資本金 244,822 244,822 

資本剰余金 79,798 79,798 

利益剰余金 90,888 126,288 

株主資本合計 415,508 450,908 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,624 4,225 

為替換算調整勘定 924 △1,228 

その他の包括利益累計額合計 5,548 2,997 

新株予約権 1,635 3,599 

純資産合計 422,693 457,504 

負債純資産合計 521,022 530,782 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 2014年４月１日 
 至 2015年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2015年４月１日 

 至 2016年３月31日) 

売上高 778,117 898,495 

売上原価 573,481 660,513 

売上総利益 204,635 237,982 

販売費及び一般管理費 162,344 176,112 

営業利益 42,290 61,869 

営業外収益    

受取利息 173 87 

受取配当金 351 288 

為替差益 819 － 

業務受託手数料 619 300 

助成金収入 － 410 

その他 406 250 

営業外収益合計 2,371 1,337 

営業外費用    

為替差損 － 515 

その他 － 40 

営業外費用合計 － 555 

経常利益 44,661 62,652 

特別損失    

受託業務補償負担金 4,000 － 

その他 0 － 

特別損失合計 4,000 － 

税金等調整前当期純利益 40,661 62,652 

法人税、住民税及び事業税 20,360 19,322 

法人税等調整額 △785 △1,618 

法人税等合計 19,575 17,703 

当期純利益 21,086 44,948 

非支配株主に帰属する当期純利益 － － 

親会社株主に帰属する当期純利益 21,086 44,948 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 2014年４月１日 
 至 2015年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2015年４月１日 

 至 2016年３月31日) 

当期純利益 21,086 44,948 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 3,503 △398 

為替換算調整勘定 △14 △2,152 

その他の包括利益合計 3,489 △2,551 

包括利益 24,575 42,397 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 24,575 42,397 

非支配株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 2014年４月１日 至 2015年３月31日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 244,822 79,798 77,759 402,379 

当期変動額         

新株の発行       － 

剰余金の配当     △7,958 △7,958 

親会社株主に帰属する
当期純利益     21,086 21,086 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）         

当期変動額合計 － － 13,128 13,128 

当期末残高 244,822 79,798 90,888 415,508 

 

           

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有
価証券評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 1,120 939 2,059 － 404,439 

当期変動額           

新株の発行         － 

剰余金の配当         △7,958 

親会社株主に帰属する
当期純利益         21,086 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

3,503 △14 3,489 1,635 5,124 

当期変動額合計 3,503 △14 3,489 1,635 18,253 

当期末残高 4,624 924 5,548 1,635 422,693 
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当連結会計年度（自 2015年４月１日 至 2016年３月31日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

当期首残高 244,822 79,798 90,888 415,508 

当期変動額         

新株の発行       － 

剰余金の配当     △9,549 △9,549 

親会社株主に帰属する
当期純利益     44,948 44,948 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）         

当期変動額合計     35,399 35,399 

当期末残高 244,822 79,798 126,288 450,908 

 

           

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有
価証券評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 4,624 924 5,548 1,635 422,693 

当期変動額           

新株の発行         － 

剰余金の配当         △9,549 

親会社株主に帰属する
当期純利益         44,948 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△398 △2,152 △2,551 1,963 △588 

当期変動額合計 △398 △2,152 △2,551 1,963 34,811 

当期末残高 4,225 △1,228 2,997 3,599 457,504 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 2014年４月１日 
 至 2015年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2015年４月１日 

 至 2016年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 40,661 62,652 

減価償却費 21,871 32,692 

売上債権の増減額（△は増加） △11,513 △36,526 

営業債務の増減額（△は減少） 1,656 13,542 

未払費用の増減額（△は減少） 3,804 7,681 

未払消費税等の増減額（△は減少） 14,617 △14,039 

預り金の増減額（△は減少） 2,761 △2,503 

その他 △164 1,097 

小計 73,695 64,596 

法人税等の支払額 △13,033 △25,299 

その他 180 335 

営業活動によるキャッシュ・フロー 60,843 39,632 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △10,101 △22,914 

無形固定資産の取得による支出 △22,082 △44,004 

敷金及び保証金の差入による支出 △31,859 △3,480 

敷金及び保証金の回収による収入 3,122 4,926 

投資活動によるキャッシュ・フロー △60,920 △65,473 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額 △7,929 △9,529 

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,929 △9,529 

現金及び現金同等物に係る換算差額 370 △964 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,636 △36,334 

現金及び現金同等物の期首残高 329,661 322,024 

現金及び現金同等物の期末残高 322,024 285,689 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

 （企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2013年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 2013年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号  

2013年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸

表の組替えを行っております。

 

（セグメント情報等）

 セグメント情報 

  当社グループは、ペイロール事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 2014年４月１日
至 2015年３月31日）

当連結会計年度
（自 2015年４月１日
至 2016年３月31日）

１株当たり純資産額 529.10円 570.38円

１株当たり当期純利益金額 26.50円 56.48円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － 56.30円

（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

   ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（自 2014年４月１日
至 2015年３月31日）

当連結会計年度
（自 2015年４月１日
至 2016年３月31日）

１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（千円）
21,086 44,948

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益金額（千円）
21,086 44,948

期中平均株式数（株） 795,800 795,800

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － 2,532

 （うち新株予約権（株）） （   －） （  2,532）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

       －        －

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。
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